
 
原子力発第０７０８１号 

平成１９年 ７月２０日 

 

 

 
 愛 媛 県 知 事 

   加 戸 守 行 殿 

 

 

四 国 電 力 株 式 会 社    
取締役社長 常 盤  百 樹 

 

 

平成 19 年新潟県中越沖地震による東京電力柏崎刈羽原子力発電所での 

火災及び放射能漏れを受けた電力会社への指示に関する 

報告書の国への提出について 

 

 

拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。平素は、当社事業に

つきまして格別のご理解を賜り、厚くお礼申し上げます。 

 

 さて、平成 19 年７月 16 日付「平成 19 年新潟県中越沖地震による東京電力柏

崎刈羽原子力発電所での火災及び放射能漏れを受けた電力会社への指示につ

いて」（平成 19･07･16 第２号）に基づき、消防活動体制及び放射能漏れ等の事

故についての報告体制について、経済産業省 原子力安全・保安院長に報告を

行いましたので、安全協定第 10 条第４項に基づきご報告いたします。 

 

 

敬 具 

              



 
原子力発第０７０８０号 

平成１９年 ７月２０日 

 

 経済産業省 
 原子力安全・保安院長 

   薦 田 康 久 殿 

 

 

四 国 電 力 株 式 会 社    
取締役社長 常 盤  百 樹 

 

 

平成 19 年新潟県中越沖地震による東京電力柏崎刈羽原子力発電所での 

火災及び放射能漏れを受けた電力会社への指示に関する 

報告書の提出について 

 

 

 平成 19 年７月 16 日付「平成 19 年新潟県中越沖地震による東京電力柏崎刈羽

原子力発電所での火災及び放射能漏れを受けた電力会社への指示について」

（平成 19・07・16 第２号）に基づき、伊方発電所における消防活動体制およ

び放射能漏れ等の事故についての報告体制について、別紙のとおり報告いたし

ます。 

 

 

 

 
              



「消防活動体制」および「放射能漏れ等の事故についての報告体制」の点検結果の概要 
 
 
 
１．消防活動体制 
 
  消防活動体制について、以下のとおり確認した。（詳細は別紙２参照） 
 
① 勤務時間内・外を問わず連絡体制、初期消火体制が整備されている。 
② 地元消防組合との間で火災等が発生した場合の円滑な消防活動等に関する協定を

締結している。 
③ 消防法に基づき屋内外消火栓等を設置するとともに、自主的に水槽付消防ポンプ

自動車等を配備し大規模な地震で消火栓が十分使用できない場合でも火災に対応

することができる。 
④ 消防資機材・設備については定期的に点検を実施している。 
⑤ 防災教育･消防訓練を定期的に実施している。 

 
 
 
２．放射能漏れ等の事故についての報告体制 
 
  放射能漏れ等の事故についての報告体制について、以下のとおり確認した。 
（詳細は別紙３参照） 
 

① 勤務時間内・外を問わず連絡体制が整備されている。 
② 大地震等でも使用できる連絡資機材を整備するとともに、定期的に点検を実施し

ている。 
③ 教育訓練を定期的に実施するとともに、軽微なお知らせ事象について適切な通報

連絡を実施している。 
 
 
 

以 上 

別紙１ 



 
消防活動体制の点検 

 点検内容（現行ルール、体制等） 点検確認実績 

連絡体制 
勤務時間内  発見者→当直長→総務ＧＬ→消防署      

勤務時間外  発見者→当直長→発電所連絡責任者＊→消防署 
               ＊連絡責任者は発電所構内に常駐 
(１１９番通報のバックアップとして専用回線を設置している。) 

左記ルールについて関係者への再度の

周知、徹底を７月１９日に実施した。 
 

初期消火 
体制 

勤務時間内 発見者、当直、自衛消防隊、関係者による消火活

動 
勤務時間外 発見者、当直、自衛消防隊（守衛所警備員を含む 

出勤者）、関係者による消火活動 
（必要に応じて、火災対応のために一斉連絡装置で

呼び出された人員の中から動員する。） 

左記ルールについて関係者への再度の

周知、徹底を７月１９日に実施した。 
①社内ルール 

自衛 
消防隊 

 
添付資料１のとおり。 

②地元消防との連携 火災等が発生した場合の対策について、円滑な消防活動及び被害の軽減並びに消防隊員の放射線障害の

防止を図る目的で地元消防組合と協定を締結。（協定締結日 平成１２年９月３０日） 

 
③消火設備の設置状況 
 

①消防法に基づき、屋内外消火栓設備、消火器等を設置している。(添付資料２参照) 
②上記の他、可搬式消防ポンプ、水噴霧消火設備（変圧器用）、水槽付消防ポンプ自動車を配備している。

(添付資料２参照) 
③大規模な地震で消火栓が十分使用できない場合、水槽付消防ポンプ自動車と発電所各所に配置された

消防用水を活用し初期消火活動が実施できる体制を整えており、地震時の火災に対応することができ

る。 
④また、化学（油）火災に対しては、水槽付消防ポンプ自動車の吐出側ホースに発泡剤を混合させる器

具を接続し、泡消火水を放水することにより消火を行う。 
④消防資機材の点検 添付資料２のとおり。 

別紙 ２ 



 

⑤教育訓練 

①防災教育 防火管理機構、防火管理に関する従業員の任務な

らびに責任者に関すること他について１回／年、

教育実施。 
 
②消防訓練 総合訓練（１回／年） 

通報訓練（２回／年） 
消火訓練（適宜） 
消防自動車操作訓練（１回／月） 
防護教育・避難訓練（適宜） 
の実施 

 

①防災教育（H18年度実績） 
・伊方発電所 １回(5 月 14 日～7月 4 日） 
 
②消防訓練（H18年度実績） 
・伊方発電所  
総合訓練 １回(12月 1 日） 
通報訓練 ２回(9 月 12 日,12月 1 日） 
 消火訓練 ２回(9 月 12 日,12月 1 日） 
消防自動車操作訓練 １２回 
   至近の訓練実績（3 月 12 日） 
 避難訓練 １回(12月 1 日） 
＊総合訓練時に消防署と合同訓練実施 



 
放射能漏れ等の事故についての報告体制の点検 

 
点検内容（現行ルール、体制等） 点検確認実績 

①社内ルール 
（連絡体制） 

勤務時間内外問わず 発見者→当直長→発電所連絡責任者＊ 
→原子力安全・保安院（現地原子力保安 

検査官含む） 
 
 

＊連絡責任者は発電所構内に常駐 

左記については、社内規定において定

めている。 
なお、異常事態における通報連絡にお

いて改善点が抽出された際には、ルー

ルの改善を行い、訓練等により有効性

の確認を行っている。 
また、左記ルールについて関係者への

再度の周知、徹底を７月１９日に実施

した。 

②連絡資機材の状況 

①異常事態における社外連絡体制は添付資料３のとおりであ

る。この連絡の手段として、携帯電話、一斉ファックス等を

使用している。（使用状況は添付資料３、４参照） 
 一方、災害時に通常の機器が使用できない場合においても、

衛星電話等、使用可能な連絡資機材を確保している。（添付資

料３、４参照） 
②これらの連絡資機材は定期的に点検を実施し、健全性を確認

している。（添付資料４参照） 
また、通報訓練によりその有効性の確認を行っている。 

左記の社外連絡体制等については、社

内規定において定めている。 
 
 
 
通報訓練（H18年度実績） 
・伊方発電所  ４回 
(4月 24日,9月 7日,10月 25-26日,2月22日） 
 

別紙 ３ 



 

③教育・訓練 

事故等が発生した場合の通報連絡を正確かつ迅速に行うため定

期的に以下の教育・訓練を実施。 
①通報訓練 
社外連絡先に対しての一斉ＦＡＸ送信、並びに連絡が円滑 
に実施できることを確認する。（４回／年） 
 
②連絡責任者研修 
 社内外への連絡が迅速かつ確実に行われること、一斉ＦＡＸ

装置等の通報連絡資機材の操作方法について、通報連絡にか

かる法令改正等の最新情報とあわせて教育を行う。 
（２回／年）  
 
なお、約１回／週の頻度で軽微なお知らせ事象について、適切

に通報連絡を実施している。 

 
 
①通報訓練（H18年度実績） 
・伊方発電所 ４回 
(4月 24日,9月 7日,10月 25-26日,2月22日） 
 
②連絡責任者研修（Ｈ18年度実績） 
・伊方発電所 ２回 
(6 月 27-29 日,2月 7-9 日） 

 



添付資料１

自衛消防隊の組織

保 修 Ｇ Ｌ

自衛消防隊長 保 修 Ｇ Ｌ 補 佐

（設備担当ＧＬ）

（１名）

保修Ｇ電気・計装担当副リーダー

自衛消防副隊長 保 修 Ｇ機 械 担 当 副リーダー

保 修 Ｇ 総 括 担 当 副リーダー

（ ）設備担当副リーダ－

（１名）

保修グループ（総括）

自衛消防隊員 技 術 高 度 化 グ ル － プ 消防自動車隊

人 材 育 成 グ ル － プ

文 書 管 理 グ ル － プ

活 性 化 推 進グ ル－プ

（グル－プ員） 機械改良工事グル－プ

電気改良工事グル－プ （施設防護 員)G

（３８名） （１２名）



点検内容 点検頻度

動力消防ポンプ １回／年
（３号機）

H18.12.14～H18.12.28

屋外消火栓 １回／年
（３号機）

H18.12.11～H19.01.31

屋内消火栓 １回／年
（３号機）

H18.11.28～H18.12.20

自動火災報知設備 １回／年
（３号機）

H18.12.04～H18.12.22

誘導灯誘導標識 １回／年
（３号機）

H18.12.04～H18.12.22

二酸化炭素消火設備 １回／年
（３号機）

H18.12.07～H18.12.11

泡消火設備 １回／年
（３号機）
H18.12.12

ハロン消火設備 １回／年
（３号機）

H18.10.23～H18.12.09

消火器 １回／年
（３号機）

H18.12.05～H19.01.18

可搬式消防ポンプ ２回／１ヵ月

水噴霧消火設備（変圧器用） ２回／年
（１号機）

H19.2.28～H19.3.6
（２号機）

H19.3.5～H19.3.9
（３号機）
H19.1.25

水槽付消防ポンプ自動車 ２回／１ヵ月

（１・２号機）
H18.12.08～H18.12.28

消　防　資　機　材　の　点　検

H19.3.15

H19.3.15

（１・２号機）
H18.12.06～H19.02.27

種　　　　別

消
防
法
に
基
づ
く
も
の

上
記
以
外

個数点検
外観点検
機能点検
　　　等

至近の点検実績
(平成１８年度中）

（１・２号機）
H18.12.22～H19.01.31

（１・２号機）
H18.11.15～H19.01.31

（１・２号機）
H18.11.20～H19.01.30

（１・２号機）
H19.01.23～H19.01.26

（１・２号機）
H18.11.20～H19.01.30

（１・２号機）
H18.12.04～H18.12.08

（１・２号機）
対象設備なし

添付資料２



添付資料３国への連絡体制（異常事態発生時）

発 見 者

原子力安全・保安院（防災課）

現地原子力保安検査官

当 直 長

発電所連絡責任者

発電所内連絡手段により情報伝達
(ＩＰ電話、ページング等）

正常時：②③④⑤⑥⑦
災害時：①②③⑧

正常時：全ての通信手段が使用可能な場合

災害時：地震等により、一般回線が
　　　　使用不能の場合

①～⑧：添付資料４の連絡資機材の種別

＊：お知らせ事象時は東京支社
　　原子力担当より連絡を行う

＊

正常時：②③④⑤⑥⑦
災害時：①②③⑧

発電所内連絡手段により情報伝達
(ＩＰ電話、ページング等）



数量 点検内容 点検頻度

① 緊急時用電話回線 ５回線 １回／年

② 一斉ファックス ２台 １回／年

③ 携帯電話 ２０台 １回／年

④ 公衆電話回線 １０回線 １回／年

⑤ 社用電話（保安用電話回線） ２９台 １回／年

⑥ ファックス ２台 １回／年

⑦ ＩＰ電話 ４０台 １回／年

⑧ 衛星電話 １台 １回／年

H19.3.20

H19.3.20

H18.9.29

連　絡　資　機　材　の　点　検

種　　　　別

通話確認

至近の点検実績
(平成１８年度中）

H18.9.29

H18.9.29

H19.3.20

H19.3.20

H19.3.20

添付資料４

＊１

＊３

＊２：内、災害時優先電話　　１０台
＊３：内、災害時優先電話　　　１台

＊２

＊１：内、災害時優先電話　　　１台




